
聖隷三方原病院における医療従事者の負担軽減計画【2024年度・2025年度】
取組み 昨年度までの現状及び取組み 今後の目標達成のための手順 対象

院内助産又は助産外来の開設に
よる医師の負担軽減

2009年3月1日より、「院内助産所たんぽぽ」を開設し、産科医師と
助産師の間で、『医師の援助が必要な分娩』と『正常分娩』の役割
分担をした。分娩件数の増加を図りながら、助産師分娩・助産外
来をこれまで以上に活用し、産科医師の負担軽減と助産師のモ
チベーションの更なる向上を期待している。

患者さんへの周知・見学などの広報活動の活性化
助産師分娩の適用基準の見直しによる最適化
助産外来の対象の見直しによる最適化

勤務医

医師・看護師・その他職種との
業務分担

2012年4月より臨床検査技師が病棟に出張して全ての生理検査
を実施する運用を開始した。　2016年度の病棟出張生理検査実
施件数は月平均136件、　2017年度は平均件数190件と業務拡充
を継続している。

病棟出張生理検査の新たな対象病棟および検査
項目の追加を目的に運用について検討する。また
病棟担当臨床検査技師の配置について検討する。

勤務医
看護職員

当直翌日の業務内容に対する配
慮交代勤務制の導入

救急科以外の診療部が時間外診療を担当する場合、当直・日直
体制を組んでいる
翌日の午後は勤務免除することも可能だが、日中の診療で多忙
な状況にある

医師の確保
当直翌日の業務内容に対する配慮の検討

勤務医

連続当直を行わない勤務体制の
実施

診療科によっては医師数不足のためや当直を交代したことでまれ
に連続当直を行っている現状が散見される。
医師の採用及び当直体制の見直しにより、連続当直を行わない
体制を構築していく。

診療部長への働きかけ
連続当直にならないよう当直交代時には注意をしていく

勤務医

外来における医師の事務作業をサポートし、効率の良い診療が
行えるよう業務内容の充実をはかる。

医師の働き方改革に対して積極的に参画する。
勤務医

学会参加のための資料作成や臨床研究については、全て医師
（診療科）がおこなっている。その内容は、他職種が支援できるこ
とも多く、医師の負担を軽減させる必要がある。

医師業務の詳細内容を確認し、組織としての体制を確立・強化す
る。 勤務医

2023年度の一般病院計算式を用いた紹介率は84.1%、逆紹介率
は106.7%である。
外来患者数の増加を図る一方で、地域との連携をさらに強化し、
外来機能の機能分化を推進することで、医師の負担軽減にも配
慮する必要がある。

病診・病院連携の強化
開業医へのPR

勤務医

近年、外来縮小は進む一方で高齢者や重症患者さんが増加し外
来診療時間が延びてきている

日々のスケジュール管理を行い、予約枠整理をして労働環境を改
善する 全職員

院内保育園の充実

地域の保育園に入園していない職員の子供を対象に院内保育園
を設置している
要望に応じて夜間保育も週1回行っている

入園者数の平準化を目指す広報強化
年齢別保育課程計画の充実
利用者アンケートの実施

全職員

育児制度の拡充

法人全体でみると、育児休職取得後に退職した職員のうち、8割
の者が、子が3歳になるまでに退職している。
このため、2009年4月より育児休職期間を子が3歳になるまで取得
できるように変更し育児休職制度を拡充した。
3歳までの育児休職は年間1名程度である。

産前産後休暇に入る職員に対する
説明を行ない、制度の周知徹底をはかる。
院内保育園の広報強化
職員アンケート・ヒアリングの実施
復職する職員の復職支援プログラムの充実
2015.4子育て支援制度の改訂案内
ふたば通信を毎年改訂し、妊娠証明書を
提出時に説明をうける

全職員

看護師の夜勤回数負担の軽減 夜勤専門看護師以外の看護師は連続夜勤を2回までと整えてい
る。
2023年度は1病棟で3回連続した看護師がいた。

人事労務マニュアル「勤務表作成について」を2020年度に改訂
し、夜勤専門看護師以外の看護師は夜勤の連続勤務は2回まで
と整えた。
さらに、勤務表提出時に夜勤回数の連続がないか看護管理室で
確認している。

看護職員

前日の終業時刻と翌日の始業時
刻の間の一定時間の休息時間の
確保（勤務間インターバル）

9割超の医師において、9時間の勤務間インターバルが確保でき
ている状況であるものの、緊急手術が多い診療科などで一定の
勤務間インターバルが確保できないケースが見受けられる

・医師の確保
・当直翌日の業務内容に対する配慮の検討
・一定の休息時間の確保が可能となる、翌日出勤時間の遅延制
度導入の検討

勤務医

育児・介護休業法第23 条第１項、
同条第３項又は同法第24 条の規
定による措置を活用した短時間正
規雇用医師の活用

就業上の制度は整備されており、2019年度実績は希望者2名中、
2名の取得で、取得率は100％であった

・イントラネットを用いた制度の周知
・対象者・希望者への案内を徹底
・診療部長への周知から円滑に事務への伝達体制の確立 勤務医

特定行為研修修了者である看護
師の配置および活用による医師
の負担軽減

2020年当院の特定行為研修を開始した。2020年以前の修了1名、
2020年度7名、2021年度10名、計18名の特定看護師が誕生した。
2021年度の特定行為実施総件数は552件であった。
院内で取得できる特定行為が１０区分となり、特定看護師は計38
名となっている。手順書は15行為を作成し、１年間の実践は４００
０件を超える件数を実施している。

安全に実施するための手順書の整備をする
研修修了者の活動場所の拡大を検討する
特定行為実施件数のモニタリングと院内公表を行なう。
タスクシフトをわかるやすくするため、回数だけでなく、時間に置き
換えで表示する

勤務医

夜勤を含む交替制勤務に従事す
る看護職員の勤務終了時刻と直
後の勤務の開始時刻
の間の11時間以上の確保

人事労務マニュアル「勤務表作成について」を2020年度に改訂し
た。2交代勤務職場があるためA＋A勤務はインターバルが短いた
め、超過勤務とならないように指導している。

人事労務マニュアル「勤務表作成について」を2020年度に改訂
し、11時間以上の勤務間隔を確保するとした。内訳で「日N：×」と
定めた。勤務表提出時に11時間の以上の勤務間隔を看護管理室
で確認している。さらに、超過勤務時間の管理を行う。

看護職員

夜勤時間帯における早出や遅出
等の柔軟な勤務体制の工夫

一般病棟の夜勤勤務者を施設基準に準じ、3名としている。その
ため、手術や検査等で看護師が必要な場合に早出や遅出勤務を
出し対応している。

科別編成があるため、科の特徴にあわせ、早出や遅出等の時間
帯を工夫する 看護職員

夜間を含めた各部署の業務量の
把握・調整するシステムの構築に
よる部署間支援の推進

看護部全体の効率よい人材配置や施設基準の遵守のため、リ
リーフ体制基準（予定・夜間、予定勤務応援）を2011年に作成し、
体制が構築でき他職場のことも理解し、看護職の一員として意識
をもつことができている。

リリーフ体制基準の年1回の見直しと基準に沿った人員の活用の
継続

看護職員

夜間における看護補助者の配置
による看護業務の負担軽減

看護補助者を各職場に配置し、早出や遅出勤務を設け、看護師
とともにケアを実施している。さらに夜勤勤務を実施できる職場も
設けている。また、学生アルバイトを採用しており、業務負担の軽
減に努めている。

看護補助者の説明会実施
学生アルバイトのアルバイト推薦の継続
看護補助者の夜勤業務基準に沿って対象病棟の応援を継続する 看護職員

みなし看護補助者を除いた看護
補助者の比率5割以上

看護補助者の採用活動を継続的に実施し、毎年採用をしている。
さらに、エルダー職の継続雇用も実施している。

看護補助者の見学体験を増加させる。学校訪問の箇所の検討
看護職員

医師事務作業補助者の配置によ
る医師の事務作業の負担軽減

外来診療時間の短縮、地域の他
の保険医療機関との連携などの

外来縮小の取組み


